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 米国では、８月にかけての株価急落後、消費者マインドやＩＳＭ指数等、景気に先行する指標が

低下、実体経済への波及が懸念されていた。そうした中で、８月雇用統計は前月比の増加がゼロと

なり、昨年 10 月以来続いた増加を止めた。ストの影響等もあったが、最近３ヵ月平均の雇用増は

3.5 万人に留まるなど、景気失速懸念を強めている。オバマ大統領は 9/8 に景気・雇用対策を発表

予定であり、また、下旬に予定されるＦＯＭＣでは、会期を一日延長して追加金融緩和策を検討す

ることを決めるなど、今後の政策面の対応が注目される。 

 

１．民間雇用者が 1.7 万人増と前月から急減少 

米労働省発表の８月雇用統計は、非農業事業部門の雇用者の増加がゼロとなり、市場予想（7

万人増）を下回った。また、既発表分についても計▲5.8 万人の下方改定となり、６月が同 2.0 万

人増（前回 4.6 万人）、７月が同 8.5 万人増（前回 11.7 万人）となった。最近３ヵ月の月平均増で

は 3.5 万人増に留まる。また、政府部門は▲1.7 万人、同部門を除く民間雇用は同 1.7 万人増と７

月 15.6 万人から急減し、市場予想（同 9.5 万人増）を下回った。最近３ヵ月の月平均増は民間で

8.3 万人増となる半面、政府部門は▲4.8 万人と減少、引き続き雇用のマイナス要因となっている(図

表 1・2)。 

 

（図表１）民間部門の雇用者増減(前月比) （図表２）雇用者増減の内訳と失業率 (前月比,%) 
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部門別の雇用増減を見ると、８月の民間の財生産部門は前月比▲0.3 万人、そのうち製造業で

は▲0.3 万人（前月 3.6 万人）と減少、建設業も▲0.5 万人（前月 0.7 万人）と減少に転じた。なお、

日本の震災によるサプライチェーンへの影響から立ち直りを見せていた自動車産業も、８月は

▲0.3 万人（前月 1.1 万人）と減少に転じた。 

一方、民間サービス部門の雇用者も 2.0 万人（前月 10.4 万人）と大幅減となった。内訳では、

ヘルスケア等が 3.6 万人増、専門・事業サービス部門が 2.8 万人増となり、半面、ストの影響(雇用

調査期間中に、ベライゾン社で契約が終了した約▲4.5 万人がスト、その後復帰したため次回統計

に加算)が大きかった情報部門では▲4.8 万人と減少、８月雇用統計に大きく影響した。なお、専門・

事業サービス部門に含まれる人材派遣（Temporary help services）は 0.5 万人（前月 0.1 万人）と

増加した。政府部門は▲1.7 万人と減少、内訳では、連邦政府が▲0.2 万人の減少、州政府が 0.5 万

人の増加（ミネソタ州でスト解除の 2.2 万人が復職）、地方政府が▲2.0 万人の減少となった。 

 

２. 失業率は 9.1％と５ヵ月連続の９％台 

家計調査による８月の失業率は 9.1％と横ばい、市場予想（9.1％）に一致した。８月家計調査

では、雇用者が前月比 33.1 万人、失業者が同 3.6 万人と増加した。 

失業率は、リセッション入り直前の 2007 年 11 月は 4.7％、金融危機時（2008 年９月）は 6.2％

だったが、１年後の 2009 年 10 月には 10.1％と 1983 年 6 月(10.1％)以来 26 年ぶりの高水準に上

昇、その後、本年３月には 8.8％に低下していた。しかし、再び９％台での推移が持続、リセッシ

ョン前との比較ではなお倍近い高水準にあるなど、回復の遅れが懸念される状況に変わりは無い。 

なお、リセッション入り後は失業者数が急増、８月も 1397 万人を数え、失業者の 43％に当た

る 603 万人が６ヵ月以上の失業状態にある。８月の就業者比率（employment-population ratio）

も 58.2％と低水準に留まるなど、依然厳しい情勢が続いている。 

また、パートタイム雇用者 2741 万人のうち、3 割に当たる 883 万人が経済的理由（本来はフ

ルタイム就業を希望と推測）によるものであり、さらに就職活動が今回の雇用統計の対象とならな

かった就職希望者も 258 万人（うち 98 万人は就職をあきらめて活動を停止）いるなど、これらの

求職者を加味した広義の失業率（U-6）は 16.2％

（前月 16.1％）と上昇、６人に１人近い高水準と

なる。雇用者、失業率とも改善の遅れが顕著とな

っており、特に、リセッション前との比較では大

幅に悪化した状態が続いている。 

一方、８月の民間平均労働時間は 34.2 時間/

週と前月から減少、前年と同水準に留まった。８

月の時間当たり平均賃金は 23.09 ドルと前年比

+1.9％の増加だった。いずれも最近は伸び率の低

下傾向が続いており、雇用者賃金所得は７月の前

年比が+3.9％と伸び悩むなど、個人消費への影響

が気懸かりとなっている(図表３）。 

 

(図表３) 雇用所得と雇用状況の推移（％） 
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（資料）米労働省、商務省、前年同月比の３ヵ月移動平均、 
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